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その前に：公共事業と地盤情報の関わり

1.治山治水対策事業
2.道路整備事業
3.住宅対策
4.港湾整備事業
5.災害復旧事業等
の公共土木工事等

6.文教施設
7.社会福祉施設
8.官庁営繕

等の施設整備

公共事業

公共事業の遂行上の改革：
・受・発注手続きの透明化（談合防止）

・業務効率の向上（時間短縮・コスト縮減）

・現場作業の改善（生産性向上）

➠ CALS/ECの導入（1996年）

Continuous Acquisition and Life-cycle Support
（継続的な調達とライフサイクルの支援） 1993

Electronic Commerce（電子商取引）
国土交通省：公共事業支援統合情報システム 1995

公共事業における
CALS/EC

キーポイント：

・情報の電子化

・通信ネットワークの利用

・情報の共有化

地質調査報告書

の電子(情報)化

2001年度 2002年度 2003年度 2004年度 2005年度2006年度
2007
年度
2008
年度
2009
年度
2010
年度

電 子 政 府

電子自治体

国土交通省

都道府県政
令指定都市

主　要
地方都市

市 町 村

電子政府の
基 盤 整 備

超高速インターネット

e-JAPAN 戦略
(世界最先端のＩＴ国家)

総合行政ネットワーク
都道府県，政令指定

総合行政ネット
ワーク　市町村

電子納品
一部本運用

ＣＡＬＳ/ＥＣ
地方展開ア
クションプロ
グラム
(全国版)

地方版
CALS/EC推進
協議会

地方展開アクショ
ンプログラム
(地方ブロック)

順次，適用範囲拡大

電子入札開始

CALS/EC
準備開始

CALS/EC
実証実験

CALS/EC
一部本運用

順次，適用範囲拡大

電子入札開始

CALS/EC
実証実験

CALS/EC
一部本運用

CALS/EC
準備開始

順次，適用範囲拡大
CALS/EC
準備開始

CALS/EC
実証実験

CALS/EC
一部本運用

電子入札開始

順次，適用範囲拡大

電子入札開始

CALS/ECの施行経過
1996～CALS/ECアクションプログラム

CALS/ECアクション
プログラム2005

主な目標分野
a: 情報交換， b: 情報共有・連携
c: 業務プロセスの改善， d: 技術標準

CALS/ECアクションプログラム2005

目標分野：5，実現目標：16

関係者間公開？関係者間公開？

目標－7：地質データの提供による調査分析・
施行計画の精度向上

具体的な内容：未発表(2006/8)
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公共工事の品質確保の促進に関する法律 (品確法，2005/4 施行)
目的： 公共工事の品質確保の促進
国民の福祉の向上，国民経済の健全な発展

基本理念 発注者の責務

①入札・契約の適正化 ①発注関係事務を適切に実施

②民間事業者の能力活用 ②施工状況評価に関する資料他の保存

③公正な契約締結と誠実な履行 ③必要な職員の配置，体制の整備

④④調査・設計の品質確保への配慮調査・設計の品質確保への配慮

公共工事の品質確保の促進に関する施策を総合的に推進する
ための基本的な方針 (2005/8 施行)
①発注関係事務の適切な実施 ⑥発注関係事務の環境整備

②技術的能力の審査の実施 ⑦⑦調査及び設計の品質確保調査及び設計の品質確保
③技術提案の審査・評価 ⑧発注関係事務を適切に実施

④中立かつ公正な審査・評価の実施 ⑨施策の進め方

⑤工事の監督・検査及び施工状況の確認・評価

⇒「国土交通省直轄工事における品質確保促進ガイドライン」

公共事業の品質確保 G I SとW e b - G I S

① 個別のGIS専用機でコンテン
ツ作成，閲覧と印刷を実施

② Web-GIS のコンテンツ作成
用として使用

GIS

① インターネット利用が前提

② クライアント：情報を要求

③ サーバ：必要情報のみを送信

④ 背景図に主題情報(レイヤ)を

オーバーレイ表示

⑤ クライアントは，サーバ内の

コンテンツを操作不可能

Web-GIS

W e b - G I Sの仕組み

一般クライアント

① 質 問

② メタデータ

③ 検 索

④ メタデー
タ供給

クリアリングハウス 情報提供者

⑤ 利用要求

⑥ GIS
情報提供

メタデータ：
情報インデックス

Web-GIS
サーバ

データベース
サーバ

出典：地質分野における戦略課題の設定(産総研)
青枠は産総研が扱う戦略課題？

インターネットのWeb公開と地質情報

Web-GISで国民が必要とする地質情報

(1)インターネットによる
ボーリング柱状図のWeb公開

① 公 開 済 ：千葉県，島根県，横浜市
② 部分公開：岐阜県[位置のみWeb公開]
③ 準 備 中 ：埼玉県，北海道，････

④ 公開意義・理由など
○千葉県：・県民生活の安全確保

・地盤沈下，液状化等の調査研究
・環境教育，学校教育
・公共事業の調査，建築工事事務の効
率化と経費削減

○横浜市：・公共事業の効率化およびコスト削減
・道路・下水道事業等の成果

※ 都道府県と政令指定都市が公開する傾向にある

千葉県 地質環境
インフォーメーション

バンク

PPT作成のため
実際の画面を修正

・住所検索(〒番号可)
・地図検索
・約2,850本

PDF

無 償公開無償公開
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横浜市環境地図情報

PPT作成のため
実際の画面を修正

・地図検索のみ
・他の公開情報と
同一システムを使用
・約8,000本

無償公開無償公開

PDF
・管理運営は民間
・有償公開(Web)

しまね地盤情報配信サービス
PPT作成のため
実際の画面を修正

PDF

・掘削の事実のみ公開
・担当会社，担当者情報が公開されている→

鈴鹿市地理情報サイト(土地情報) PPT作成のため実際の画面を修正 ボーリングデータベース構築上の課題

① 課 題 点
・統一された判断基準が存在しない
・発注者によって仕様書が異なる(存在しない)
・受注者間で考えの相違と技術の格差がある

② 課題点の解決に向けて

・公共事業における地質・土質統一標準の策定
➠ 土木地質図のJIS化による凡例の統一凡例の統一
[TS A0024 地質図－土木地質図に用いる記号，色，
模様，用語及び地層・岩体区分の表示とコード群]

・公共事業などの地質情報を管理する職員の養成
⇒⇒ 全地連地質情報管理士地質情報管理士制度

・容易に電子成果品を閲覧できるツールの開発
➠ Web-titan(全地連)

Web-GIS版電子納品統合管理システム

利用分野A
電子納品統合

管理システム

［所内情報共有］
・報告書
・柱状図
・地質図，など

利用分野B
汎用Web-

GISシステム
［情報公開］
・ハザードマップ

・地質図
・柱状図

プロトタイプ開発
無償公開中

WebWeb--ServerServer
[[MapServerMapServer]]

全地連Web-GIS
コンソーシアム
において開発中

土木地質図
・JIS規格(手続中)
・シームレス化

電子納品統合管理システム[利用分野Ａ]

① 電子成果品データベース構築
② 電子成果品(報告書本文)キーワード検索
③ 電子柱状図地図検索機能

プロトタイプ版
無償公開中

Web-titan
Web-GIS Server

調査報告書(PDF)
ボーリング柱状図(PDF)

背景地図

電子成果品作成 データベース登録 永久保存
(バックアップ)
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Web-titan(全地連)表示画面例 Web-titan(全地連)表示画面例

Web-titan(全地連)表示画面例

WebServer [MapServer]

Web-titan(全地連)表示画面例

・全柱状図様式の出力可能
・土質試験結果一覧データ
の出力可能

開発中：印刷ずみ報告書の登録機能

WebServer
[MapServer]

電 子 書 庫
(永久保存)

紙の柱状図

データ変換と登録

紙の報告書

柱状図：(NPO)地質情報整備・活用機構
背景図：Google Map(ZENRIN)
・無料で利用可，・かなり高速
・原則インターネット公開専用

Google Map版電子納品統合管理システム(試験)

PPT作成のため
実際の画面を修正
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① ボーリングデータの種類(国土交通省基準)
・交換用ボーリングデータ [XML]
・ボーリング柱状図(イメージ) [PDF]
・簡略ボーリング柱状図(CAD) [SXF(P21)]

ボーリングデータの公開と課題点

② 交換用ボーリングデータ公開上の課題点
・テキストデータ [XML] のため改ざんが容易
・セキュリティ対策のない地質情報の課題
想定：建築申請時に他所のデータを流用

➠ 誤ったデータに基づく基礎構造物が
建設される可能性がある

➠ ボーリング本数が減る
・基礎に関する姉歯問題が生じた時，ボーリン
グ情報の原本性を誰が担保するのか?! 

(2)インターネットによる
地質図・断面図等のWeb公開

① シームレス地質図 [産総研・地質情報センター]

・1/20万つなぎ目なし
・全国統一凡例

注意：Web-GIS技術を使用していないサイトあり

② 県別表層地質図・地形分類図・土壌図 [国交省]

・都道府県土地分類基本調査結果(昭和45年以降)
・1/5万地形図使用
・印刷地図のスキャナ画像(情報更新なし)

・千葉大では400dpiを公開 (http://dbx.cr.chiba-u.jp/gdes/LUS/)

③ 表層地質図 [浜松市，大府市，東京都，････]

④ 地すべり地形分類図 [防災科学研究所] 

産総研 地質調査総合センター
[シームレス地質図]PPT作成のため実際の画面を修正

・位置情報非公開
・非Web-GIS
・背景図固定

都 道 府 県
土地分類基本調査
[県別表層地質図]

引用：国土交通省HP。 PPT
作成のため実際の画面を修正

・非Web-GIS
・1/5万地形図
・印刷地図のスキャ
ナ画像

市町村独自公表 表層地質図
[浜 松 市 ， 大 府 市]

PPT作成のため実
際の画面を修正

・非Web-GIS技術
・印刷地図のスキャナ画像
・地質リスク情報の公開

防災科学研究所 地すべり地形分布図

PPT作成のため
実際の画面を修正

・1/2.5万地形図
・地質リスク情報の公開
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(3)インターネットによる
ハザードマップ類のWeb公開

① 河川関係
・浸水想定区域図： 河川管理者(国・地方自治体)
法律によって対象河川が決められている
・洪水ハザードマップ(洪水避難図)：
市町村長に作成と市民への周知義務あり

注意：Web-GIS技術を使用していないサイトあり

② 土砂災害関係
・土砂災害危険箇所マップなど：
都道府県知事に作成と県民への周知義務あり

③ 地震災害関係
・東 海 地 震： 国(中央防災会議)
・その他地震： 都道府県知事

鶴見川浸水想定区域図

PPT作成のため
実際の画面を修正

・国交省 京浜河川事務所
・ハザードマップの学術マップに相当

横浜市 鶴見区洪水ハザードマップ

PPT作成のため
実際の画面を修正

・非Web-GIS
・ハザードマップの広報マップに相当
・避難路，避難場所などを明示
・最もポピュラーな配布用ハザードマップ様式

京都府土砂災害警戒箇所点検マップ
PPT作成のため
実際の画面を修正

・1/2.5万地形図，・非Web-GIS
・地質(自然災害)リスクの高い場所の公開

横浜市 わいわい防災マップ
PPT作成のため
実際の画面を修正

・背景図に空中写真
・災害予測図のほかに
コンビニ，スーパー，
トイレ情報などあり
・典型的な広報マップ

・主題(コンテンツ)
が 選択表示可能
・Web-GISの特徴

PPT作成のため実際の画面を修正

国土交通省 新潟県中越地震情報集約マップ

・電子国土(1/2.5万)
・国土交通省の全調査結果
・個別の被害が判明しだい
情報が更新された
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土壌汚染地評価 無汚染状態評価額＝ 浄化・改善費用－

使用収益制限減価－ 心理的要因減価－

土壌汚染地評価(原価法)

改良・改修費用：構造物の支持地盤対策として，標準的な基礎工事を

実施するための費用。 改良済みは「０」とする。

自然災害リスク減価：将来的に発生する自然災害からの復旧費用

（土砂くずれ・地すべり・土石流，地震災害・液状化

心理的要因減価(スティグマ)： 災害リスクの存在に起因する心理的な

嫌悪感から生ずる減価金額（例，急傾斜地の指定）

自然災害リスク評価 無リスク状態評価額＝ 改良・改修費用－

自然災害リスク費用－ 心理的要因減価－

自然災害リスク評価(原価法) [筆者私案]

土地評価に与える自然災害リスク(私案)

!?自然災害リスクと心理的要因の数値化が問題

ハザードマップ類の公開による影響と課題

① 地震損害保険基準料率の見直し(2006/5) 
・今後30年以内に震度6弱以上の揺れに
見舞われる確率の分布図(地震調査委員会 2005)
・防災科学研究所 [K-NET]
・1kmメッシュ地盤モデルから求める
・地質関連情報が，

市民の家計に結び

ついた最初の例？

PPT作成のため実際の画面を修正

内閣府 表層地盤ゆれやすさマップ

・詳細な地震リスク

図の公開と流通

➠地震保険料率や

耐震強度基準が

変わる？

・場所による心理的

要因減価は確実に

異なるだろう

② ハザードマップの普及と作成上の課題

・ハザードマップを作成するためには，少ない

ファクトデータを正しく評価し，将来像を予測

する高い技術を持つ技術者の養成が不可欠

住民の不安度は
どちらが高い？

・土地評価額算定 に影響を与える可能性がある？

・将来，自然災害

リスク評価が一

般化すると仮定

➠不動産取引の際

に，その場所の

地質情報が売買

される？

地盤情報に関する全地連の動き

① 土木地質図のJIS化による地質凡例の統一
・TS A0024(2006/6/20)
・土木地質図は公共事業で作成される
・発注機関を横断する統一土木地質図の作成
➠ GISで統一的に管理・表現が可能

③ 地質情報の原本性確保
・改訂履歴(トレーサービリティ)の厳重管理
[真正性の担保，作成者・時刻，改訂者・時刻]

・証明費用の低価格化と平易な操作性が必要

② 情報管理に精通した技術者の養成(資格制度)
・電子化された地質情報の形式と内容の管理
[情報の品質管理能力，情報処理能力，CADや

GISに関する知識，情報セキュリティ]

Kashmir3D →
(50mDEM
傾斜量)

← Google Earth
(衛星写真)

参考：桜島


